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Toward a Depth of 1,000 m from the Ground Surface
 -Construction Scheme of Mizunami Underground Research Laboratory-
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Mizunami Underground Research Laboratory, Tono Geoscience Center

　瑞浪超深地層研究所では，深度1,000mの立坑や水平坑道から構成される研究坑道が掘削される。本計画に求

められている成果を得るために，研究坑道のレイアウトや仕様は，坑道の中で実施する地質環境や工学技術に関

する調査研究やそれらの成果を出す時期，そして敷地や関連法規などの様々な制約条件を考慮したうえで決定す

る必要がある。本稿では，瑞浪超深地層研究所に求められる要件を満足するために立案した施設計画について述

べる。まず，条件として，立地条件，研究内容，及び工程等について整理した。次に，これらの条件に基づき，

研究坑道のレイアウトや仕様を決定した。空洞安定性解析，耐震解析及び通気解析などにより，研究坑道のより

詳細な仕様を決定するとともに，安全性や施工性を確認した。また，事故事例の調査やリスクマネジメントによ

り，立坑に特有の危険源を抽出した。

　One thousand meter-deep shafts and several level drifts will be excavated in the Mizunami Underground Research 
Laboratory (MIU) Project. Design and layout of the shafts and drifts are determined considering the limiting condition, 
schedule, and investigation plan for characterization of the geological environment and engineering technology.
　This paper describes the limiting condition, layout and design of the shafts and drifts of the MIU, and results of me-
chanical stability, ventilation and earthquake-proof analysis. Details of the design of shafts and drifts are determined, 
and safety of the design and execution of construction of the MIU are confirmed based on the results of these analyses. 
Countermeasures and safety are also described in this paper.
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１．はじめに

　サイクル機構が進めている超深地層研究所計画
は，高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関す
る研究であり，地層処分研究開発の基盤となる地
層科学研究の一環として実施するものである。瑞
浪超深地層研究所は「原子力の研究，開発及び利
用に関する長期計画（平成１２年１１月２４日，原子力
委員会）」（以下，原子力長計）に示された深地層
の研究施設のひとつであり，結晶質岩（花崗岩）を
主な調査研究の対象としている1）（堆積岩を対象と
した研究施設については，北海道幌延町において
計画を進めている2））。本計画において掘削される
研究坑道は，深部地質環境の総合的な調査技術の
確立及び深地層における工学技術の基礎の開発を
行う場としての役割を担うとともに，原子力長計
に示されているように深地層に対する国民の理解
促進の場としてもその役割は大きい。
　本計画では，�硬岩系岩盤の処分深度を１，０００m
と想定した第２次取りまとめ3）で示された地層処
分の技術的信頼性を実証する場，また，処分サイ
トが選定されていない現段階においては，可能性
のある深度まで建設して基盤研究開発を行うとい
う超深地層研究所計画の位置づけ，�通常の土木
工事と比較して後述する突発湧水や山はねの対策
などの難易度が高いいくつかの技術が要求される
という大深度における坑道掘削等の工学技術的意
義，�「高レベル放射性廃棄物の地層処分研究開発
等の今後の進め方について」（平成９年４月，原子
力委員会原子力バックエンド対策専門部会）にお
いて要求される深地層で行う地層科学研究の意
義，及び，�立坑掘削の経済性，の４つの観点を鑑
み，深度１，０００mまでの坑道を掘削する予定である。
　本計画は１９９６年度から開始され，当初は岐阜県
瑞浪市明世町月吉に位置するサイクル機構の用地
（正馬様用地）にて進められてきたが，２００１年１月
に瑞浪市と瑞浪市有地の賃貸借契約を締結し，瑞
浪市有地において研究坑道の掘削を行うことと
なった。その後，研究坑道の設計及び坑道掘削に
必要な諸設備の設計を行い，２００３年３月には研究
坑道掘削工事の第１期分（２００５年３月納期で立坑
深度３００mまでの工事）の契約を締結した。
　深地層の研究施設の設計，施工計画の立案，研
究坑道の掘削とその維持管理などの一連の技術
は，深地層の工学技術の基礎に関する研究として
位置づけられる。この研究の目的は，不均質性を

有する実際の地質環境に対応し，かつ深度１，０００m
に達する研究坑道内で展開される調査研究の実施
に対応可能な坑道の設計及び施工計画を例示し体
系化を図るとともに，実際に深地層の研究施設が
建設可能であることを実証することにある。
　我が国における立坑掘削は，１９５０年代から７０年
代にかけて炭坑において多くの実績がある4）。しか
し，深度１，０００m級の立坑については数本と実績が
少ない。また，長大トンネルの換気立坑に代表さ
れる土木分野の立坑については，深度６００m級が最
深である。従って，瑞浪超深地層研究所の深度
１，０００mの立坑掘削を安全かつ効率的に行うため
には，土木分野における最新技術と１，０００m級の立
坑掘削の実績を有する炭坑における経験の融合が
必要である。
　本稿では，瑞浪超深地層研究所の建設計画のう
ち，研究坑道のレイアウト，空洞安定性や耐震な
どの設計及び掘削工法や安全対策などの施工計画
について報告する。

２．建設計画

２．１　計画立案の基本条件

（１）立地条件
　超深地層研究所計画において，地下の研究坑道
を設置する場所は，岐阜県瑞浪市明世町の瑞浪市
有地である（図１）。サイクル機構は瑞浪市から約
７．８haの用地を借り，このうち造成した約１haの
敷地に研究坑道を掘削するための諸設備を設置す
る。用地の周辺には市民公園や体験学習施設など
の多数の公共施設があるため，学童を含む一般市
民が多く訪れることに配慮する必要がある。
（２）地形，地質概要
　瑞浪市有地周辺の地形は，標高２００m程度の丘陵
地であり，敷地内を普通河川の狭間川が流れてい
る。この地域には中生代白亜紀の花崗岩体（土岐
花崗岩）が基盤として広く分布しており，これを
新第三紀の堆積岩（瑞浪層群）が覆っている。立
坑の掘削位置においては，深度１７０mで堆積岩と花
崗岩の境界が現われると想定している。
（３）調査研究の実施に配慮する事項
　超深地層研究所計画の調査研究は大きく３つの
段階で進める1）。研究坑道の掘削を伴う研究段階
（第２段階）における調査研究は，地表から掘削し
たボーリング孔における地下水圧や水質モニタリ
ングと坑道からの地質，地下水の水理，地下水の
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地球化学及び岩盤力学などに関する調査・試験に
大別することができる。後者については坑道掘削
などの施工作業との調整が必要となる。また，立
坑掘削による周辺の岩盤や地下水への影響につい
て調査する場合，立坑掘削作業後，直ちに調査を
開始することを想定しておく必要がある。研究坑
道を利用した研究段階（第３段階）における研究
は，大部分が坑道内で実施される。現時点で想定
される下記のような各分野の調査研究が坑道内の
適切な範囲で実施できるように，水平坑道のレイ
アウトを設定する必要がある。
・地質構造調査：坑道壁面地質調査，３次元地質
坑道調査，深部領域地質調査など

・地下水の水理学的調査：試錐孔内透水試験，坑
道規模透水試験，熱応力下透水試験，単一割れ
目や断層を対象とした透水試験など

・地下水の地球化学的調査：地球化学モニタリン
グ，酸化還元状態調査，水質形成機構調査など

・物質移動調査：大規模物質移行試験，単一割れ
目や破砕帯を対象とした物質移行試験など

・岩盤力学調査：坑道掘削影響試験，長期挙動試
験，原位置岩盤試験，応力測定など

・工学技術：人工材料の岩盤への影響試験，掘削
影響の軽減・修復試験，連成挙動試験など

　以上のような今後の調査研究の実施にあたっ

て，研究坑道の設計や施工計画の変更の必要性が
生じた場合には，これに柔軟に対応できるよう配
慮する必要がある。
（４）搬入する資機材
　立坑や水平坑道の寸法は，掘削作業の効率性や
経済性，搬入する資機材，研究のためのスペース
などを考慮して決定する必要がある。立坑には，
水平坑道の展開や研究のための大型重機やボーリ
ングマシンを搬入することになる。これらの機器
が分割されて立坑内に搬入できることが立坑の設
計及び施工計画の立案において重要である。水平
坑道についても立坑と同様であるが，釜石鉱山や
東濃鉱山における調査研究の経験から，３m程度
の坑道径があれば坑内からのボーリング孔の掘削
や調査研究の実施に支障はないと判断した。
（５）入坑者
　立坑掘削中の入坑者としては，工事請負業者等
の作業者，サイクル機構をはじめ大学や関係機関
等の研究者及び一般の見学者等が想定される。研
究者や一般見学者は工事請負業者の労働安全衛生
法に基づく安全監理体制のもとで，原則として工
事工程を変更しないという条件で受け入れること
とし，設計条件としては考慮しないこととした。
（６）工程
　超深地層研究所計画における研究成果について
は，原子力発電環境整備機構（以下，原環機構）
が行う処分事業と国が行う安全基準や指針の策定
に反映されるように適宜取りまとめる。立坑掘削
の成果は，２０１０年頃を目途に原環機構が行う精密
調査地区の選定に必要な技術基盤として，その成
果を反映させることを想定し，そのため，２００９年
度頃を目安に立坑を深度１，０００mに到達させ，２０１０
年度頃には昇降設備（エレベータ）などの設備を
完成させることを超深地層研究所計画の大きなマ
イルストーンのひとつとして設定した。それに向
けて，２００３年度半ばには立坑の坑口部分の掘削，
２００４年度末にはやぐら設備などを使用した本格的
な立坑掘削を開始する。

２．２　施設設計

（１）研究坑道のレイアウトと各坑道の機能
　当初，建設を計画していた正馬様用地における
検討では，超深地層研究所計画において実施すべ
き調査研究項目を網羅的に設定するとともに，既
存のボーリング孔やこれまでに掘削した４本の深
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図１　瑞浪超深地層研究所研究坑道建設位置
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層ボーリング孔のデータを参照していくつかのレ
イアウトを検討した5）。基本的なレイアウトは以下
のとおりである。
・立坑：主立坑と換気立坑の２本
・水平坑道：主に第３段階の調査研究を実施する
ため，立坑の２つの深度（中間部及び最深部）
から水平に展開する坑道

　瑞浪市有地における地質状況は，正馬様用地と
比較すると，堆積岩がやや厚いものの，基盤は同
一の土岐花崗岩である。このため，瑞浪市有地に
おけるレイアウトは正馬様用地における基本的な
レイアウト案を踏襲し，敷地境界や工程などの条
件を考慮したうえで標準レイアウトを設定した。
研究坑道のレイアウトを図２に示す。レイアウト
については，今後取得される瑞浪市有地での地質
環境情報に基づいて適宜見直し，詳細化を図って
いく。
　それぞれの坑道の機能は以下のとおりである。
・主立坑：水平坑道掘削のズリ（坑道掘削によっ
て生じた岩塊）の搬出及び掘削作業に必要な重機

の搬出入のルート。
・換気立坑：深度１，０００m掘削完了後に昇降設備
（エレベータ）を設置するスペース及び研究坑道
全体の排気立坑としての機能。

・中間ステージと最深ステージ：第３段階（坑道
を利用した研究段階）の主要な研究場所。

・試験坑道：水平坑道の掘削を伴う試験を実施す
る場所。

・予備ステージ：両立坑の連絡，研究坑道への湧
水処理のためのポンプ座設置スペース，及び，
深度依存性を研究するための場所。

（２）研究坑道の諸元
　立坑や水平坑道の内径については，上記のよう
な，それぞれの坑道に求められる機能と施工性を
考慮したうえで設定した。水平坑道については，
前述の調査・試験が可能であることと施工性を考
慮して設定した。各坑道の寸法は以下のとおりで
ある。
・主立坑：内径６．５m，深さ１，０２５m
・換気立坑：内径４．５m，深さ１，０１０m
・中間・最深ステージ：内径３～８m，長さ７８５m
・予備ステージ：内径３m，長さ３５m
（３）空洞の力学的安定性の検討
　立坑や水平坑道における空洞安定性解析と支保
（坑道を支える部材：覆工コンクリート，吹付けコ
ンクリート，ロックボルト，Ｈ型鋼等）の設定に
ついては，岩盤の状況に応じて設定するトンネル
などの土木分野における方法に準拠した。ただし，
深度が深いことと，立坑と水平坑道の連接部分な
どの特殊な部分が存在することから，これらの部
分については数値解析の手法によった。
　岩盤の状況や数値解析において入力する条件に
ついては，瑞浪市有地に近接する既存のボーリン
グ孔（DH‐2号孔；深度５００m）や，正馬様用地の
ボーリング孔の調査結果6），7）などから設定した（表
１）。支保に用いられる部材の物性は表２のとおり
である。岩盤に作用する応力と岩盤の状態（健岩
部：岩盤等級Ｂ，CH，CM，風化・破砕帯部：岩盤
等級CL，Ｄ，断層部：岩盤等級Ｄ）をパラメータ
として解析を実施した。
　まず，簡易な解析として弾性解析による許容応
力度の判定を行い，許容応力度を越えた場合には
支保を増強して詳細な平面２次元の有限要素法
（Finite Element Method ; FEM）弾塑性解析を実施
して，支保の再設定を行った。これらの結果に基
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図２　研究坑道レイアウト
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づき設定された立坑の標準断面図を図３に示す。
　立坑と水平坑道が接続される部分については，
３次元的な影響を評価するため，３次元FEM解
析を実施した。解析結果の一例（立坑と最深ステー
ジの接続部分：深度１，０００m）を図４に示す。図４
から分かるように，連接部分や坑道の角において

ひずみが集中しているが，その範囲は限定される。
３次元FEM解析の結果を基に，接続部における力
学的安定性の立坑の標準断面部分への影響の程度
について検討し，標準断面の支保の許容応力度を
下回ることを確認した。
 

技
術
報
告

表１　解析に用いる花崗岩の物性値

限界せん断
ひずみ(％)
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内部摩擦角
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(MPa)

一軸圧縮強度
(MPa)

ポアソン比
弾性係数
(GPa)

岩盤等級

０．４４０．３３５３．９１８．９１１６．４０．３５３．５６Ｂ
花崗
岩

０．４００．３０５３．９１４．６８９．７０．３５３．０１CH
０．３５０．２６５３．９１０．３６３．１０．３５２．４５CM
０．３９０．３０２３．５２．１０６．４０．３１０．２１５CL

堆積
岩

０．３００．２２２１．５０．４４９１．４０．３８０．０６２８Ｄ

－－－－－－－Ｅ

※岩盤等級は電中研式岩盤分類による。

表２　解析に用いる支保工の物性値

断面係数
(m3)

断面二次
モーメント(m4)

断 面 積
(m2)

ポアソン比
弾性係数
(kN/m2)

許容応力度
(N/mm2)

設計基準強度
(N/mm2)

７．５６Ｅ‐０５３．７８０Ｅ‐０６０．２０．３２．１×１０8１６０－H‐100

１．３４Ｅ‐０４８．３９０Ｅ‐０６０．３０．３２．１×１０8１６０－H‐125

－－－０．２３．４×１０6４．５１８吹付コンクリート

－－－０．２７．６７×１０6４．５１８
覆工コンクリート

－－－０．２１．１４×１０7１０４０

H‐100，H‐125：鋼製支保鋼（Ｈ鋼）数値は幅（mm）を示す

図３　立坑の標準断面図
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（４）耐震設計
　瑞浪超深地層研究所の研究坑道は，その深度が
１，０００mに達する予定であり，通常の地中構造物と
比較して鉛直方向への広がりが大きい。このため，
地下深部における地震動特性を適切に評価した上
で，研究坑道の地震時応答挙動や健全性を評価す
る必要がある。評価の手順としては，まず，過去
の地震や活断層から設計用の地震の規模を推定
し，模擬地震動を作成した上で，基盤面（解析モ
デルにおける下方境界面）での入力地震動を設定
した。次に，地質状況や研究坑道をモデル化し，
設定した入力地震動を作用させた時の立坑や周辺
岩盤の応答挙動を動的解析により把握し，地震力
を等価震度で表すことにより，健全性評価を実施
する際に用いる静的解析手法の適用性を確認し
た。最後に，静的解析手法により等価震度（動的
なせん断応力を静的な震度に置き換えたもの）を
与えた時の立坑の覆工コンクリートと周辺岩盤の
応力状態を解析し，それぞれの許容応力と比較す
ることにより健全性を確認した。
１）入力地震動の設定
　過去の地震や周辺に分布する活断層の規模から
設計用地震の規模を設定し模擬地震波を作成し
た。過去の地震では，１９８１年に発生した岐阜県西
部を震源とする濃尾地震が最も大きいと考えられ
る8）。これを含めて８つの地震を選択し，金井式9）に
より最大速度を算出するとともに，大崎スペクト

ル10）により応答スペクトルを求めて模擬地震波を
作成した。活断層については，活断層詳細デジタ
ルマップ11）と新編日本の活断層１２）から建設用地に
影響を及ぼす可能性のある活断層を抽出した。前
者については，高松断層帯，恵那山断層，猿投山
北断層などの６つの断層を，後者については，屏
風山断層，赤河断層，猿投山北断層及び笠原断層
の４つの断層を抽出し，これらの断層を震源と仮
定した時の模擬地震波を過去の地震と同様の手順
で作成した。このうち最も影響の大きいものは屏
風山断層を震源と仮定したもので，この地震波の
加速度応答スペクトルは最大１，５００galで，最大加
速度は４７８．６galである。この地震波は解放基盤面
（今回は地表面と仮定した）において設定されてい
るため，１次元成層地盤解析により，解析上の基
盤面（GL‐1，５００m）における地震波を算出し，後
述するFEM動的解析の入力地震動（最大加速度：
４７１．９gal）とした。
２）立坑及び周辺岩盤の地震時応答挙動の把握
　FEM動的解析により，立坑，覆工コンクリート
及び周辺岩盤の地震時の応答加速度及び応答変位
を求めた。立坑は軸対象としてモデル化し，上記
の入力地震動を作用させた。その結果，コンクリー
ト覆工の内側，立坑から１００m離れた岩盤及び地表
面において，応答加速度及び変位に有意な差が見
られなかった。このため，立坑の存在が地震時挙動
に及ぼす影響を無視することが可能と判断し，１次
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図４　連接部におけるFEM３次元解析の結果
（最大せん断ひずみの分布）
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元成層地盤解析より等価震度を算定して静的解析
手法により立坑の健全性を検討することとした。
３）静的解析手法の選定及び等価震度の算定
　立坑の耐震設計は，覆工構造のみでなく周辺岩
盤の健全性をあわせて等価な静的応力に換算して
評価する必要がある。適用可能なFEM静的解析手
法としては，応答震度法13），地盤応答法及び応答
変位法14）に限定されるが，今回は地中構造物の耐
震設計に適用実績が多い応答震度法による静的解
析手法を採用した。応答震度法では，モデルに載
荷させる応答震度として，自由地盤において算定
された応答加速度やせん断応力のある時刻におけ
る分布や最大分布（ここでは，等価震度）を基に
算定する。
　等価震度の算定方法については，日比野ら15）の
研究を参照し，最大せん断力から求める等価震度
法を採用した。最大せん断力から理論式を用いて
等価震度を求める具体的な方法には，以下の４つ
がある。
・方法１：最大せん断力分布により算定
・方法２：地表面においてせん断応力が最大とな
る時刻におけるせん断力分布より算定

・方法３：立坑の上端と下端の相対変位が最大と
なる時刻におけるせん断力分布より算定

・方法４：各時刻におけるせん断力分布より等価
震度の時刻歴を算定し，その最大値分布を算定

　これらの方法によって計算された等価震度を作
用させた静的解析の結果と前出のFEM動的解析
の結果を図５に示す。図より，方法１（最大せん
断力分布により算定）による結果が，立坑全長に
おいてFEM動的解析結果に最も近いことがわか
る。このため，等価震度は１次元成層地盤解析に
よって得られた最大せん断力分布により算定する
こととした。
４）研究坑道の健全性検討
　前出の最大せん断力分布から算定した等価震度
を用いた応答震度法による３次元のFEM静的解
析により，研究坑道の健全性を評価した。解析に
用いたモデルは主立坑と覆工コンクリートを考慮
し，岩盤の物性は岩盤等級に応じて設定した（表
３）。解析は以下の２つのステップで行った。
　Step１：掘削影響の解析（弾塑性解析）
　Step２：地震の影響解析（弾塑性解析）
まずStep１で坑道掘削によって生じる周辺岩盤の
応力状態を解析し，これにStep２で地震を作用さ

せた場合の応力状態を求め，許容応力の範囲内か
どうかを確認した。
　覆工コンクリート発生断面力のうちの立坑の円
周方向軸力とコンクリート面内のせん断力を図６
に示す。同図より，掘削時に卓越していた円周方
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図５　岩盤のせん断ひずみの算定結果

表３　耐震解析に用いる岩盤物性

ポアソン比弾性係数(GPa)岩盤
等級

岩　種
深度
(m) 動的静的動的静的

０．４０

０．３１５．１１２．１５CL砂岩・泥岩０

０．３８
８．０５

０．６３Ｄ
礫　　　岩６３．２

５．１１砂岩・泥岩７９．２

０．３１８．０５２．１５CL礫　　　岩１２４．２

０．３４０．３５

３５．７

３５．６Ｂ

花 崗 岩

１７５．２

３０．１CH２３４．２

２４．５CM２４７．２

３０．１CH２６２．２

２４．５CM３０９．２

３０．１CH３５９．２

３１．２
２４．５CM

４３５．２

３２．７
４６６．２

３５．６Ｂ
４８２．２

４７．５

５０８．２

３０．１CH５７６．２

３５．６Ｂ５９８．５

３０．１CH８２６．２

※岩盤等級は電中研式岩盤分類による。
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向軸力は地震時増分が小さく，むしろ地震時には，
特に深度１７０m以浅の堆積岩の岩盤等級の弱い部
分において，面内せん断力が卓越することが分か
る。地震時に覆工コンクリートに発生する応力は
１２．７N/mm2と，地震時の許容応力（２６．１N/mm2）
と比較して小さい。このことから，地震による影
響は小さく，圧縮破壊には至らないことが分かる。
また，立坑周辺の岩盤においては，地震時に新た
に塑性域が発生する領域はほとんど無いことが分
かった。以上により，立坑の地震時健全性を確認
した。
（５）通気解析に基づく設備設計と火災時対策
　研究坑道において最も起こりうる災害のひとつ
である火災については，火災が発生した場合の避
難路と避難時間の確保が最も重要である。瑞浪超
深地層研究所においては，２本の立坑以外に坑外
まで避難できる安全区画（すなわち３本目の立坑）
あるいは２本の立坑内の防火区画を確保すること
は困難であり，十分な退避時間を確保できない場
合があり得ると判断した。このため，防災の基本
コンセプトとして，火災発生時は避難所へ退避す
ることとし，安全に避難できる位置（安全区画）
の選定，避難時間の確保，避難所のスペース，形
状，具備すべき条件について検討した。
　これらの検討のために，鉱山において適用実績
の多い通気網解析を用いて火災を想定した解析を
行った16）。防災の基本コンセプトを決定する根拠
となった火災時解析結果の概要を表４に示す。ま
た，施工段階を細分化して，火元ごとに火災が発
生した際の状況を解析した。この結果に基づき，
避難所の位置や仕様を検討し，各水平坑道に避難
所を設置するレイアウトとした。また，換気設備
や消火設備を設計した。
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表４　通気網解析による火災時解析の結果

避　　難　　方　　法火　災　の　状　況発　　生　　場　　所

主立坑や中間ステージは安全区画となる
ため，主立坑からの地表避難が可能。

　風向きの逆転が無く，火災ガスは換気立坑
から気流に乗って排出される。

中間ステージ及び最深ステージ

防煙マスク着用で主立坑からの地表避難
は不可能ではないが，坑内の避難所への
退避の方が安全。

　火災ガスは概ね換気立坑から排出される
が，一部のガスが浅部の予備ステージで逆流
し，主立坑を降下して坑内全域に達する。主
立坑や各ステージは火災ガスが流れ込むが，
温度上昇や火災ガス濃度の増加は小規模。

主立坑坑底及び換気立坑
（火災の初期）

状況によっては防煙マスク着用で換気立
坑浅部は避難が可能であるが，坑内の避
難所への退避の方が安全。

　火災ガスは中間ステージを経由して換気立
坑から排出される。深部への通気量は低下
し，火災ガスの拡大には時間を要するが，時
間の経過とともに坑内全域にガスが達する。

主 立 坑 浅 部
（火災の初期）

図６　覆工コンクリート発生断面力



３９

サイクル機構技報　No.２０　２００３．９

２．３　施工計画

（１）掘削工法
１）立坑の掘削工法
　立坑の掘削工法としては，発破による工法とし
て，ショートステップ工法，ロングステップ工法，
NATM（New Austrian Tunneling Method）など，機
械による工法として，トンネルボーリングマシー
ン（TBM : Tunnel Boring Machine）やレイズボー
ラーを用いた工法がある。発破工法のうち，発破
と覆工を短区間で交互に繰り返すショートステッ
プ工法は実績も多く，岩盤状態の悪い場所での施
工例もあり，掘進速度が速い工法である。機械工
法は，道路トンネルの換気立坑のように，あらか
じめ立坑到達深度に坑道が展開されていることが
前提条件となる。すなわち，TBM掘削のためには
水抜き用のボーリングが施工されていることが前
提となり，レイズボーラーによる掘削のためには，
搬入のための坑道があらかじめ必要となる。この
ため，今回の計画ではこれらの工法の採用は困難
である。瑞浪超深地層研究所では，前述の利点を
踏まえ，主立坑及び換気立坑の２本の立坑を同時
にショートステップ工法で掘削することとした。
　立坑掘削においては，深度が深くなるにつれて
発破したズリの搬出時間が全体の掘削作業時間に

占める割合が大きくなる。このため，効率のよい
ズリ出し方法として，替キブル方式（２つのズリ
キブル（鉄缶）を使用した方法）を採用すること
とした。また，掘削のサイクルと１回当たりの発
破進捗の関係を検討し，安全かつ最も効率の良い
掘削サイクルとして，１．３mの発破を２回繰り返し
て，２．６mのコンクリート覆工を打設する変則の
ショートステップ工法を採用することとした。図
７に花崗岩の深度５００mにおけるサイクルタイム
の例を示す。
２）水平坑道の掘削工法
　水平坑道の掘削工法としては，大きく，主に硬
岩に用いられる発破工法と，自由断面掘削機や
TBMによる機械掘削に大別できる。坑道掘削影響
試験などの研究用に機械掘削を行う部分を除け
ば，瑞浪超深地層研究所における水平坑道は坑道
延長も短いため，効率良く経済的に掘削できる
NATM（吹付けコンクリートとロックボルトによ
る支保を用いて発破で掘削する工法）による発破
工法を採用することとした。
（２）立坑掘削のための地上設備
　立坑の掘削設備や付帯する設備としては，櫓や
巻上機，スカフォード，給排気設備，給排水設備，
コンクリートプラント，受電設備・非常用発電設
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図７　立坑掘削のサイクルタイム（花崗岩の深度５００m）
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備などがある。櫓や巻上機などの再設置が困難な
設備については，当初より深度１，０００m対応の仕様
とし，排水処理設備などの追加設置が可能な設備
については，研究坑道掘削の進捗に応じて増設す
る計画とした。地上設備のうち，主立坑の櫓と巻
上機の概要図を図８に示す。また，地上設備のレ
イアウト案を図９に示す。
（３）安全対策
１）突発湧水対策
　研究坑道掘削中に想定される事象のひとつに突
発湧水がある。これに関連して研究坑道掘削中に
遭遇する地質状況としては未固結層，断層破砕部

及び透水性割れ目が想定される。これらの部分か
ら突発的な大量湧水（これを突発湧水という）が
発生する可能性があり，突発湧水が発生した場合
には，掘削の中断，掘削機械のトラブルなどをも
たらし，研究坑道掘削工程に多大な影響を与える。
そこで，突発湧水対策を立案することを目的に，
以下の項目について調査検討を行った。
・突発湧水の事例調査
・研究坑道における突発湧水の対策工の立案
・対策工が地質環境に及ぼす影響に対する評価方
法の検討

　トンネルの掘削時に突発湧水が生じた事例を文
献等により調査し，地質と湧水の状況及び対策工
について整理した。その結果，得られた地質ごと
の突発湧水の特徴は以下のとおりである。
・堆積岩：未固結層から湧水が生じる事例が多い。
湧水とともに土砂流出を伴う可能性がある。グ
ラウト等の注入による止水効果は小さいことが
想定される。

・花崗岩：破砕帯からは大量の湧水が発生する事
例があり，被圧している場合がある。規模の大
きなものについては，事前のボーリング調査等
により検知できる可能性がある。

　突発湧水に対する対策工としては，水抜きボー
リング孔の設置（水抜き工法）とセメントミルク
等の注入による止水（止水工法）の２つが代表的
な方法として挙げられる。研究坑道掘削時の突発
湧水の対策工としても，この２つの工法が考えら
れるが，研究坑道周辺の地質環境を保全するとい
う観点から，地下水位を可能なかぎり低下させな
い止水工法による対策を選定し，この対策を研究
坑道掘削時に適用する上での課題と具体的な方法
について検討した。主な課題としては，高水圧下
（地下水位が地表面付近にあるため，静水圧分布を
想定すると，深度１，０００mで１０MPaとなる）での注
入ポンプや注入ツールがないことがあげられる。こ
の対応策として，立坑底から放射状に水抜きボー
リング孔を掘削し，限られた範囲において地下水
の圧力を減少させることにより，グラウトによる
止水が可能となると想定される。止水工法の注入
計画としては，注入範囲は研究坑道中心から掘削
半径の３倍，注入深さは，注入区間（突発湧水が
発生した区間）とその上下に掘削径の長さ，注入
材料としては普通ポルトランドセメントに土質安
定用急硬材を添加したものを使用することとした。

サイクル機構技報　No.２０　２００３．９

技
術
報
告

図８　主立坑の櫓と巻上機の概要図

図９　地上設備のレイアウト
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　上記の突発湧水の対策工が地質環境に及ぼす影
響に対する評価方法としては，ボーリング調査等
の直接的な方法と，弾性波探査，地中レーダー法
及び比抵抗法等の物理探査手法による間接的な方
法の実績がある。いずれも対策工の前後での実施
が必要であるが，注入範囲の特定や岩盤特性の変
化を把握するためには各々一長一短があるため，
これらの手法のいくつかを組み合わせて実施し評
価する必要がある。
２）山はね対策
　研究坑道掘削中に生じる可能性がある山はね
（坑道の掘削面から岩片が突然音響を伴って飛び
出す現象）については，文献調査により，国内外
における山はねの発生状況を調査し，地質状況や
坑道レイアウト等の山はね発生の要因について整
理した。また，山はね発生の予測解析を実施し，
瑞浪超深地層研究所の研究坑道掘削時の山はね発
生の可能性について検討した。この結果，深度
１，０００mで断層等の岩盤が弱い部分を掘削する場
合や，内径が大きい坑道や坑道に隣接して新たな
坑道を掘削する場合に山はねが生じる可能性が示
唆された。このような地質環境や坑道レイアウト
において掘削が行われる際には，山はねを検知す
る方法として実績があるAE（Acoustic Emission：
音響放出）モニタリングを実施するとともに１回
の発破進捗を短縮するなどの対策を実施する。
３）災害事例調査による検討
　立坑における災害は，事故の型による分類では
墜落・転落災害が，事故の型による分類では仮設
物・建築物・構築物等による災害が圧倒的に多
い17）。事故の型による分類は，図１０に示すとおり
で，下記の５要因で８０％強を占めている。
・墜落･転落 （４０％）
・挟まれ・巻き込まれ （１４％）
・崩壊・倒壊 （１２％）
・飛来・落下 （８％）
・激突 （８％）
　事故の起因物による分類は，図１０に示すとおり
で，下記の４要因で８５％強を占めている。
・仮設物・建築物・構築物等 （４４％）
・環境等（酸欠，崩落等） （１６％）
・建設用機械 （１４％）
・動力クレーン等 （１２％）
　次に，瑞浪超深地層研究所の立坑の仕様・工程
に基づいて考えられる災害について検討する。す

なわち，立坑到達地点に坑道が存在しないこと，
建設時において主立坑と換気立坑を主とする２工
区に分かれて施工すること，坑内環境に不慣れな
研究者や見学者が入坑することから，下記の災害
が想定される。
・ポンプ等の停電・維持不良による水没
・突発湧水時における排水能力不足による水没
・連絡不調整による相手工区の振動・騒音・爆風
が原因となって生じる事故

・漏電・ショートによる相手方への突発停電・給
排水停止による災害

・不慣れな作業による昇降設備内での閉込事故
・入坑者の思わぬ行動による災害（落下物等）
　上記のような災害事例や想定災害に基づき，立
坑掘削工事においては，転落・落下物防止対策に
重点をおいて設備を設計するとともに，入坑管理，
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図１０　立坑の災害事例の要因
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環境管理，火災管理及び通信管理からなる坑内管
理システムを導入し，坑内の状況を常に管理しな
がら施工していく。
４）リスクマネジメント
　リスクには多種多様のものが存在しており，何
に主眼をおいてリスクを評価し，管理するかに
よって方法やプロセスが異なる。ここではまず研
究坑道を施工する際に生じる恐れのあるリスクに
関して評価を試みることとした。また，研究坑道
掘削時におけるリスク評価を具体的に実施した上
で，考えられるリスクを抽出し，その予想される
リスク（年間損失日数期待値，年間損失金額期待
値，年間の社会的信用低下指標の期待値）の算定
を行った。それぞれの値は主観的な評価によって
与えたものである。
　研究坑道施工時のリスクとしては，表５に示す
項目（イベント）が想定されるため，これらの項
目について評価（定量化）を実施した18）。
　表５の項目について，個々のリスクを集計した
結果は，
　�工程（日数）の損失期待値 ３１．１日
　�金額の損失期待値 １２．０百万単位
　�社会的信用の損失期待値 ２１．０×１０6unit
となった。これは，研究坑道の施工を行うに際し
て，１年間に平均して見込まれる�工程の遅延，
�想定したリスクに対して支払われるコスト，�
社会的信用の低下度合いを示す。ただし，現段階
では与えられた数値は主観的評価によるものであ
り，その精度は実際の意思決定を行っていくうえ
では十分ではない。工程（日数）の損失期待値は

３１．１日である。この数字はあくまで期待値（平均
値）であり，突発湧水や火災などがひとたび発生
するとさらに長期間工事が停止する。ここでは，
その発生確率が小さいものを考慮しており，長年
にわたって同様の工事が続くとした場合にトータ
ルで見込まれる工程の損失を１年あたりに換算し
たものと解釈できる。
　損失日数の期待値が大きいイベントは，順に以
下のとおりである。
�機械・設備トラブル ９．７日　３１％
�突発湧水 ４．７日　１５％
�火災 ３．６日　１２％
�人的災害 ３．０日　１０％
�落下物による設備損傷 ２．８日　９％
�地山（切羽）変状 ２．２日　７％

計　　　３１．１日
　工程を遅延させるリスクが最も大きい要因は，
機械・設備のトラブルによるもので，ついで突発
湧水，火災，人的被害，落下物事故の順となって
いる。機器・設備のトラブルがリスク全体の３割
を占めているため，まず機械・設備トラブルによ
る工事停止のリスクを低減させる方策を講じる必
要があることが明らかになった。機械・設備トラ
ブルの損失日数の期待値９．７日の内訳は，中規模ト
ラブル（修理，部品調達に５日程度要するトラブ
ルと設定）が４．９日，大規模トラブル（修理，部品
調達に１か月程度を要するトラブルと設定）が４．８
日となっている。
　実際の施工に際しては，上記のようなリスク評
価に基づくマネジメントとして，例えば，機器整
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表５　研究坑道施工時のリスク

内容リスクを生じるイベント�

人的な損失を含む事故（災害）人的災害１

人的災害を含まないリスクの大きい事故落下物による設備損傷２

主として坑内でシステムとして稼動する掘削・揚土機械や電気や給水等の
設備トラブル

機械・設備トラブル３

所定の品質・強度が得られず，再施工・補修を行う。
支保工・覆工等に所定の品質・強度が
得られない

４

発破により周辺設備を誤って損傷する発破による設備損傷５

設定した計測管理値の超過による工事の中止・対策計測管理値の超過６

種々の原因による火災の発生で設備を焼失火災７

掘削切羽の変状・崩落による工事の中止・対策地山（切羽）変状８

支保完了時の吹付や覆工コンクリートのクラックや剥落・湧水などの対策吹付・覆工クラック・剥落９

突発的な湧水に対する止水工，水没損傷設備の補修突発湧水１０

地震による構造物，坑内外設備の損傷地震１１

山はねによる工事の中止，対策山はね１２
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備の専任者を常駐させるなどの対策を実施するこ
とが考えられる。
（４）環境保全対策
　図１で示したように，建設用地は市街地に近く，
多数の公共施設が近接する。また用地内を流れる
河川の下流では河川水が田畑などに利用されてい
る。できるだけ周辺環境へ影響を与えないように
するため，建設時における近隣施設への騒音・振
動対策，井戸水への影響及び河川への放流水の水
質に留意する必要がある。
　騒音・振動対策については，関係法規を満足さ
せるとともに，費用対効果の観点で影響を最大限
低減させる方向で検討を行った。建設用地は岐阜
県の条例で，特定工場などにおいて発生する騒音
の規制に関する基準の第二種区域に該当し，夜間
には４５dBの基準値が設定されている。研究坑道掘
削工事は法区分としては該当しないが，昼夜作業
を行うことから特定工場とみなして上記基準を満
足するよう設計することとした。具体的には騒音
源の位置と騒音レベルを設定して周辺での騒音を
計算し，さく岩機やコンクリートプラントなどの
特定建設作業に該当する作業について，敷地境界
における騒音が関係法令の基準を満足するように
地上設備の防音建屋のパネルの仕様を検討した。
施工段階においては，定期的に周辺における騒
音・振動測定を実施し，防音対策の効果を確認し
ていく。
　河川水や井戸水への影響については，流量や水
位を計測するとともに，放流水については排水処
理設備により関係法令（例えば，水質汚濁防止法
や河川法）の規定の基準（pH：６．５‐８．５，浮遊物
質量：５０mg/リットル以下，溶存酸素濃度：５mg/
リットル以上）を満足するよう適切な処理を行う。

３．おわりに

　瑞浪超深地層研究所用地においては，２００３年７
月に，立坑坑口の基礎工事を開始した。一方で，
深層ボーリング孔（MIZ‐1号孔：掘削長１，３５０mを
予定）などによる調査研究を実施中であり，これ
らの調査研究で新たに取得される情報に基づき，
適宜，設計や施工計画を見直す予定である。また，
掘削の進捗にあわせて各種のデータを取得し，設
計や施工計画の妥当性を検証するとともに，それ

以降の研究坑道の掘削計画に反映していく。
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